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Ⅰ．事 業  
 

概   況 
  

平成 22 年の世界経済は、新興国の旺盛な需要に牽引され景気回復の基調を辿りつつも、欧州での

財政問題の深刻化、雇用市場の改善の遅れ等を背景とする米国経済の減速などがあり、後半は新興・

資源国経済の拡大のテンポも鈍化しつつあった。そのような中、我が国においては、円高が進み、景

気刺激策としてのエコカー補助金等の終了があり、改善を続けた景気は一時的に足踏み状態に入った

ものの、緩慢ながらも回復軌道をたどった。 
旭硝子財団においては、公益法人改革に基づき平成 21 年の 12 月 1 日に新公益財団法人に移行し、

新しい定款の下に事業の運営を行ってきたが、実際の事務処理、事業活動の円滑な実施には事業年度

の変更が好ましいことが明らかになり、昨年 11 月の評議員会で事業年度を 3 月 1 日に始まり、2 月

末日に終わる一年間とする変更を決議した。世界ならびにわが国のこのような景気の状況の下、旭硝

子の好業績による株式配当増加が事業活動収入にプラスに働いたものの、事業年度変更に伴う 11 ヶ

月運用による収入源がマイナスに作用し、事業活動収支は通期でマイナスとなったが、今後は財務的

には安定した状態に向かうことが見込まれる。 
このような状況を踏まえ、今後の財団運営については、金融情勢、さらには実体経済の推移が将来

に及ぼす影響を注視し、長期的視野に立ち、引き続き事業運営の効率化を進めて行く。 

  

研究助成事業では、平成 23 年度採択研究助成候補案件の選考作業を進め、同年 2 月までに

選考委員会ならびに助成委員会を開催し、自然科学系３分野、人文社会分野、環境研究、海外

助成研究について採択候補案件を選定した。 

 

顕彰事業では、平成 23 年度第 20 回ブル－プラネット賞受賞候補者の選考作業を進め、選

考委員により、個別の候補者の評価ならびに選考委員会での審査が行われた。 

また、第 20 回「地球環境問題と人類の存続に関するアンケート」調査の実施に向け準備作

業を進めた。 

 

なお、平成 18 年 12 月から平成 21 年 11 月にかけて 8 回にわたり開催した「地球環境問題を考

える役員・評議員特別懇談会」の議論をまとめた最終報告書を平成 22 年 5 月に「生存の条件－生

命力溢れる太陽エネルギー社会へ」の題名で刊行し、そしてその簡易版として「生存の条件－生命

力溢れる地球の回復」を 8 月に刊行した。また、海外へも発信すべく、11 月に英語版を、平成 23
年 1 月に中国語版をそれぞれ刊行した。 
 

情報ネットワークの利用では、引き続きホームページの充実に努めるとともに、電子化による

出版業務の効率化と作業量の低減、コストダウンを図った。昨年から開始した研究助成の応募と

審査の Web 化は、ほぼ全プログラムに拡大し、動作は順調であった。環境アンケート調査につい

ては昨年導入した日本語Web 回答システムに続き、本年度は海外向けの英語版Web 回答システムを準

備した。アンケートの内容もなるべく平易で明確な質問を心がけ、またWeb 化に対応した回答の体裁

や構成を導入した。 
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１．助 成 事 業 
 
１.１ 平成 22 年度 研究助成金の贈呈 
 

平成 22 年度採択の研究助成の採択案は、平成 22 年 4 月 16 日に開かれた理事会･評議員会で承認

を受けた。件数と金額の内訳を表 1 に示す。 
 

表 1. 平成 22 年度 研究助成(新規および継続)  

新規
採択

継続 合計
新規
採択

継続 合計

678 78 30 108 187.1 91.9 279.0
541 61 0 61 116.1 0.0 116.1

第1分野 394 41 0 41 81.5 0.0 81.5
第2分野 89 12 0 12 23.7 0.0 23.7
第3分野 22 3 0 3 6.0 0.0 6.0
人文社会 36 5 0 5 4.9 0.0 4.9

30 5 14 19 9.2 26.7 35.9
第1分野 24 4 8 12 8.0 15.7 23.7
第2分野 2 0 4 4 0.0 8.0 8.0
第3分野 2 1 0 1 1.2 0.0 1.2
人文社会 2 0 2 2 0.0 3.0 3.0

46 6 11 17 30.0 35.2 65.2
第1分野 33 4 6 10 20.0 21.7 41.7
第2分野 5 1 2 3 7.0 8.0 15.0
第3分野 4 0 2 2 0.0 4.5 4.5
人文社会 4 1 1 2 3.0 1.0 4.0

11 1 5 6 7.8 30.0 37.8
50 5 0 5 24.0 0.0 24.0
54 23 0 23 16.0 0.0 16.0
16 12 0 12 8.0 0.0 8.0
38 11 0 11 8.0 0.0 8.0

732 101 30 131 203.1 91.9 295.0総 計 (A+B)

課題連携研究

ステップアップ 計

環境研究
海外研究助成 (B)

チュラロンコン大学
バンドン工科大学

プログラム/分野
応募
件数

助成件数 (件) 助成金額 (百万円)

研究奨励 計
国内研究助成(A)

若手継続 計

 
 
国内の助成に対する研究助成金贈呈式は 6 月 2 日(水)、経団連会館に於いて開催された。式には国

内の(新規)助成金受領者 77 名、ならびに文部科学省、および諸団体からのご来賓、当財団の理事、

監事、評議員、選考委員、旭硝子(株)関係者等を合わせて、総計 176 名の方々が出席した。 
海外への助成に関しては、タイ･チュラロンコン大学、インドネシア・バンドン工科大学におい

て学内の選考委員会でそれぞれ 12 件、11 件が選ばれた。助成金贈呈式は、8 月 3 日(火)にチュラ

ロンコン大学、5 日(木)にバンドン工科大学において行った。 
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7 月 9 日までに 7 回に分けて全 143 件の助成金の送金を完了した。内訳は下記の通りである。 

国内送金（課題研究チームメンバー分の 12 件を含む） 

 4 月 27 日（火） 33 件 79,400,000 円 

 5 月 14 日（金） 3 件 5,000,000 円 

 5 月 26 日（水） 4 件 7,500,000 円 

 6 月 17 日（木） 13 件 23,900,000 円 

 6 月 22 日（火） 1 件 5,000,000 円 

 7 月 2 日（金） 66 件 158,200,000 円 

国内合計  120 件 279,000,000 円 

 

海外送金（チュラロンコン大学とバンドン工科大学） 

 7 月 9 日（金） 23 件 16,000,000 円 

国内・海外合計 143 件 295,000,000 円 

 

１.２ 平成 23 年度採択 研究助成の募集と選考 

(１)募集の枠組みと日程 
 平成 23 年度採択の研究助成は、下記の 5 つのプログラムのもとで募集を行った。本年度、大学・研

究科ごとの応募数の上限を廃止した。 
①研究奨励 

49 歳以下、自然科学系 200 万円、人文社会学系 100 万円 
②若手継続グラント 

過去 3 年間に当財団の助成を終了した 39 歳以下の若手研究者、実験･測定系の研究では 1
件あたり毎年 200 万円、調査を中心とした研究では毎年 100 万円、3 年間 (申請課題は限

定しない) 
③ステップアップ助成 

過去 3 年間に当財団の助成を終了した 54 歳以下の研究者、毎年 200-700 万円、3-4 年間 (申
請課題は当財団が支援した研究テーマの発展的内容であること) 

④環境研究 近藤次郎グラント 
本年は第 2 回目の募集開始。1 件あたり実験系は総額 700 万円、調査系は総額 400 万円と

し、土地利用・環境指標・材料やプロセスの 3 課題について募集した。 
⑤海外研究助成 

タイ･チュラロンコン大学とインドネシア･バンドン工科大学の学内選考と推薦を経た申請

に対し助成を行う(両大学それぞれ総額 800 万円) 
 

4 月 19 日から 5 月 26 日にかけて行われた各分野の第 1 回の選考委員会では、上記①～④の研究助成

プログラムにかかわる募集要項の案文を検討し、確定した。 
応募要項の発送先は、自然科学系 359 箇所、762 通、人文・社会科学系 224 箇所、240 通、環境研究

近藤次郎グラントは 521 箇所、521 通である。例年と同じく、ホームページからも申請書の書式をダウ

ンロード出来るようにした。 
 
それに続く募集日程は以下の通りである。 
6 月 11 日（金）に②若手継続グラントと③ステップアップ助成の対象者 163 名にメールで応募要項

と申請書を送付し、8 月 6 日に締め切った。 
6 月 28 日（月）に①研究奨励の自然科学系および人文・社会科学系の応募要項を全国の大学の学長、

学部長または研究所の所長等宛に発送した。自然科学系は 8 月 27 日、人文・社会科学系は 9 月 10 日
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に締め切った。 
同じく 6 月 28 日（月）には、④環境研究 近藤次郎グラントの応募要項も①研究奨励と同様に発送し、

9 月 10 日に締め切った。 
 
以上①～④のプログラムへの国内の応募総数は 720 件、内訳は表 2 の通りである。 

 
表 2. 平成 23 年度採択 国内研究助成の応募数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

また、⑤海外研究助成の応募要項は 8 月にチュラロンコン大学 (CU) 並びにバンドン工科大学(ITB)
に持参し、学内応募は 10 月 31 日に締め切られた。その結果、CU で 20 件、ITB では 116 件の学内応

募があった。 
 
(２) 募集対象研究領域 (研究奨励プログラム) 
ａ．自然科学系 
 

応募要項に明示した研究領域は表 3 の通りである。基本的に昨年度と大きな違いはないものの、第 1
分野では、生命科学系の応募数を少し絞る目的で領域を狭くした。第 2 分野では「申請者が新しく提案

するテーマ」というフリー領域を初めて設定した。第 3 分野では「成熟定常型社会」に関する領域を新

設した。 
 

表 3. 平成 23 年度採択 自然科学系 (研究奨励) 研究領域 
 

分野 研究領域 

第１分野 

a 機能物質や材料の設計・合成・評価 

b 機能創成を目指す精密合成手法の開拓 

c ナノレベルでの薄膜・表面・界面の構造とその機能発現 

d 環境・エネルギー関連の材料・プロセスの開発（例えば、エネルギー変換・

貯蔵・輸送材料、環境調和型材料・化学プロセス、エネルギーデバイスなど） 

e 物質・材料研究の新領域（例えば、新計算科学・情報科学、MEMS、ハイス

ループット合成・計測） 

f 生物機能を活用した物質生産とエネルギー生産 

g 生物間相互作用に基づく生命現象の分子レベルでの解明（例えば、感染によ

る発病や免疫防御、共生・寄生・食物連鎖などの生態システム、生殖戦略や

繁殖行動など） 

h 異分野融合型の生命科学研究（例えば、理工学と生命科学・医学の融合、生

体計測・新技術の開発、人文社会科学系との融合型研究など） 

 ①研究奨励 
継続型グラント ④環境研究 

近藤次郎グラント ②若手継続 ③ステップアップ 

自
然
科
学
系 

第１分野 434 14 32 

52 

第２分野 93 4 4 

第３分野 22 1 3 

人文・社会科学系 51 2 8 

合計 600 21 47 

総計 720 
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第２分野 

i エネルギー技術の革新 

j 革新的半導体エレクトロニクス 

k スピンエレクトロニクス 

l 新機能材料・デバイスをめざす新現象 

m バイオメディカル材料･デバイス･システム 

n 極限まで微小化することによって生まれる新機能･新現象の開拓 

o マイクロシステム・ナノシステムの革新 

p センシング技術とその応用 

q 高度知能情報処理とその応用 

r 現象数理モデリングとシミュレーション 

s 集積回路の設計 

t 物理・情報系の領域で、申請者が新しく提案するテーマ 

第３分野 
u 成熟定常型社会における都市・建築 

v 地域が元気になるための都市・建築に関する技術 

w 安全・安心を支える都市・建築 
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ｂ．人文・社会科学系 
 

人文・社会科学系研究助成では、「持続可能な社会の実現に向けた人文・社会科学的な研究」の人文・

社会科学的な研究を助成対象分野とした。応募要項に記載した例示は表 4 の通りで、用語変更など若干

の改訂を行っているほか、フリーなテーマ設定を受けるためｊ項を追加した。 
 

表 4.. 平成 23 年度採択 人文・社会科学系 (研究奨励) 助成対象とテーマの例示 
 

a.環境と経済の両立や低炭素社会の形成に関する研究 

例えば、環境資源などのマネージメント、グリーンニューディール、地域に根ざした取組み、国際的枠組み作り、排出権取引、

環境税、環境ビジネスモデル、CSR やSRI、ローカル・コモンズの管理。 

b.都市化・環境汚染・自然破壊など、人間活動がもたらす諸問題を解決するための政策的諸方策の研究 

例えば、サステイナブル・シティの形成、里地・里山の保全再生、環境保全型社会資本の整備。 

c.持続可能なコミュニティ形成の支援に関する研究 

例えば、社会起業、ソーシャルキャピタル形成、エコツーリズム、高齢化・過疎化対策。 

d.自治体と市民・NPO-NGO などとのパートナーシップや、市民参加プロセスに関する研究 

例えば、行政への市民参加、コミュニティービジネス、住民出資型自然エネルギー利用。 

e.世代・性・民族・宗教などによる差異を超えて、社会参加・社会的平等を実現するシステム・政策や国

際協力に関する研究 

例えば、多文化教育、異文化間コミュニケーション、ジェンダー、若者と雇用、バリアフリー。 

f.国際連携・民際協力に関する研究 

例えば、自治体の途上国援助、人の国際移動と人権、市民活動の国際連携、アジア環境連携。 

g.金融システムや国際的取引に関する研究 

例えば、イクエーター原則、国際開発金融における環境配慮、フェアトレード、マイクロクレジット。 

h. 情報共有やモニタリングを可能にするコミュニケーションシステムの研究 

例えば、地域情報化、情報格差の解消、産業廃棄物のトレーシング、環境負荷の可視化。 

i.ＩＴ、バイオテクノロジー、ナノテクノロジーなどの新しいテクノロジーが持続可能な社会の実現に及

ぼす影響の研究 

例えば、IT の活用とエネルギー消費の関係、バイオ燃料と食糧自給、新エネルギーの普及促進。 

 

j.その他、募集の趣旨に合致した、申請者が提案するテーマ。 
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ｃ．環境研究  近藤次郎グラント 
 
環境研究  近藤次郎グラントでは、地球環境問題の解決や持続可能な社会の構築に資する研究を助成対

象分野として、第 2 回目の選考・採択を行った。応募要項に記載した例示は表 5 の通りである。 
 

表 5. 平成 23 年度採択 環境研究 近藤次郎グラント 助成対象課題 

１  生態系や水資源に配慮した土地利用に関する研究 
２  環境負荷の「見える化」指標やその活用に関する研究 
３  環境問題の解決に資する新材料･プロセスに関する研究 

 

(３) 審査 

表 2 に示した 720 件の応募に対し、各分野･プログラムごとに審査を行った。昨年と同じく、若手継続グラ

ント、ステップアップ助成、環境研究についてはヒアリング審査も実施した。 
a. 第 1 分野 
研究奨励: 昨年までと同様、申請 1 件あたり 2 名の選考委員が担当した。スクリーニング(9-10 月)で 434 件

から 87 件まで絞り込んだのちに旭硝子の研究員による調査(11-12 月)を実施。書面審査(12-1 月)を経

て 1 月 21 日の第 2 回選考委員会で 44 件を採択候補とした。 
若手継続: 申請 1 件あたり 3 名の選考委員が担当した。スクリーニング(8-9 月)で 14 件から 7 件まで絞り込

んだのちに旭硝子の研究員による調査(10 月)を実施。書面審査(11 月)とヒアリング準備委員会(12 月 2
日)を経て 1 月 21 日の第 2 回選考委員会で 5 件をヒアリング審査し、2 件を採択候補とした。 

ステップアップ：申請1 件あたり3 名の選考委員が担当した。スクリーニング(8-9 月)で32 件から7 件まで絞

り込んだのちに旭硝子の研究員による調査(10 月)を実施。書面審査(11 月) とヒアリング準備委員会(12
月2 日)を経て1 月21 日の第2 回選考委員会で7 件をヒアリング審査し、4 件を採択候補とした。 

b. 第 2 分野 
研究奨励: 昨年までと同様、申請 1 件あたり 2 名の選考委員が担当した。スクリーニング(9-10 月)で 93 件か

ら 19 件まで絞り込んだのちに旭硝子の研究員による調査(11-12 月)を実施。書面審査(12-1 月)を経て 1
月 27 日の第 2 回選考委員会で 11 件を採択候補とした。 

若手継続・ステップアップ：選考委員全員による審査を実施した。若手継続 4 件、ステップアップ 4 件の応

募の中から、スクリーニング(8-9 月)を経た前者 2 件、後者 3 件について旭硝子の研究員による調査(10
月)を実施。書面審査(11 月)を行った上で 1 月 27 日の第 2 回選考委員会で前者 2 件、後者 1 件をヒア

リング審査し、若手とステップ合わせて 1 件を採択する条件下で、若手継続 1 件を採択候補とした。 

c. 第 3 分野 
研究奨励: 総数 22 件につき全選考委員による書面審査(10-11 月)を実施。12 月 17 日の第 2 回選考委員会で

3 件を採択候補とした。 
若手継続・ステップアップ：前者 1 件、後者 3 件すべてを全選考委員で書面審査し(8-9 月)、その後メール連

絡による選択を経て、前者 1 件、後者 2 件をヒアリング候補とした。12 月 17 日の第 2 回選考委員会

でのヒアリング審査の結果、若手とステップ合わせて 1 件を採択する条件下で、若手継続 1 件を採択

候補とした。 
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d. 人文･社会科学系 
研究奨励: 総数 51 件につき全選考委員による書面審査(10-11 月)を実施。12 月 14 日の第 2 回選考委員会で

6 件を採択候補とした。 
若手継続・ステップアップ：前者2 件、後者8 件すべてを全選考委員で書面審査し(8-9 月)、その後メール連絡に

よる選択を経て前者1 件、後者2 件をヒアリング候補とした。12 月14 日の第2 回選考委員会でのヒアリン

グ審査の結果、若手とステップ合わせて1 件を採択する条件下で、ステップアップ1 件を採択候補とした。 

e. 環境研究 近藤次郎グラント 
52 件すべてを全選考委員で書面審査し(10-11 月)、その後メール連絡による選択を経て6 件をヒアリング候

補とした。1 月 18 日の第2 回選考委員会でのヒアリング審査の結果、6 件を採択候補とした。 

f. 海外研究助成 
CU では 20 件、ITB では 116 件の学内応募があり、学内選考の進め方と結果について 12 月に当財

団が通知を受けた。各々12 件、16 件の学内推薦である。 

g. 助成委員会(2 月 17 日) 
助成委員会の役割は以下の通りである。 

①� 分野の選考委員会から提出された採択候補について、調整金を考慮しつつ件数と金額を最終調整する。 
②海外研究助成について、学内選考結果を尊重しつつ、採択候補としてふさわしいか判断する。 

まず、①については各委員会からの採択申請案通りとし、次点の繰上げは行なわなかった。②については、
学内選考結果が適当であると判断された。 

h. その他 
ヒアリング審査の席上、採択案件であっても委員からはさまざまな付帯意見(研究計画に対する変更の要望

など)が提出された。また、不採択になった案件にも次回の応募の参考になるような意見があった。これらは

正式な採否通知後に、申請者本人に直接伝える予定である。 
 



 9 

(４)採択候補 

平成 23 年度研究助成は、以上の審査の結果、新規採択候補として合計 107 件が推挙された。これに前年

度からの研究継続分29件を加えた総件数は136件であり、平成23年度に支払う贈呈総額は285.0百万円（前

年度比 96％）を実施案とする。その内訳を表 6 に示す。 
国内の平均採択倍率は 720 件／79 件＝9.1 倍、競争率が高かった順に第 1 分野の研究奨励の 9.9 倍、環境

研究の 8.7 倍、第 2 分野と人文社会の研究奨励 8.5 倍であった。 
 

表 6. 平成 23 年度 研究助成案(新規および継続) 

新規
採択

継続 合計
新規
採択

継続 合計

720 79 29 108 180.5 88.5 269.0
600 64 0 64 122.0 0.0 122.0

第1分野 434 44 0 44 88.0 0.0 88.0
第2分野 93 11 0 11 22.0 0.0 22.0
第3分野 22 3 0 3 6.0 0.0 6.0
人文社会 51 6 0 6 6.0 0.0 6.0

21 4 12 16 8.0 21.8 29.8
第1分野 14 2 8 10 4.0 16.0 20.0
第2分野 4 1 2 3 2.0 4.0 6.0
第3分野 1 1 1 2 2.0 1.3 3.3
人文社会 2 0 1 1 0.0 0.5 0.5

47 5 13 18 25.5 45.0 70.5
第1分野 32 4 8 12 23.0 31.0 54.0
第2分野 4 0 2 2 0.0 9.0 9.0
第3分野 3 0 1 1 0.0 2.0 2.0
人文社会 8 1 2 3 2.5 3.0 5.5

0 0 4 4 0.0 21.7 21.7
52 6 0 6 25.0 0.0 25.0

136 28 0 28 16.0 0.0 16.0
20 12 0 12 8.0 0.0 8.0

116 16 0 16 8.0 0.0 8.0

856 107 29 136 196.5 88.5 285.0

バンドン工科大学

総 計 (A+B)

ステップアップ 計

課題連携研究
環境研究

海外研究助成 (B)
チュラロンコン大学

プログラム/分野
応募
件数

助成件数 (件) 助成金額 (百万円)

国内研究助成(A)
研究奨励 計

若手継続 計

 

*）国内外の新規採択107件に対し、平成23年度から同26年度までに支払う総額は256百万円である。 
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１．３ 助成研究発表会 
 

当財団の助成による研究の成果を広く関係者に知っていただくだけでなく、さまざまな分野の研究者

の交流を通じた新たな研究の萌芽を期待して成果発表会が開かれた。 
 
(１)国内助成研究発表会 
 

7 月 27 日(火)に、ホテルグランドヒル市ヶ谷(市ヶ谷駅前)にて、助成研究発表会を開催した。 
 主に昨年度末(2010 年３月)に終了した全分野の助成研究(57 件)と中間発表(17 件)を発表の対象とし

た(ポスター74 件)。 
 継続型研究助成の対象となる発表者のプレゼンテーションに対して、選考委員の先生方に簡単な評価

をして頂いた。 
 
(２)海外助成研究発表会 
 

本年度も、研究助成金贈呈式と研究成果発表会の両方を以下の通り贈呈先の大学で開催した。 
 
ａ．タイ・チュラロンコン大学（ＣＵ） 

  8 月 3 日、チュラロンコン大学キャンパスの本部棟 Jamjuree Buildings にて、助成金贈呈式と成果発表

会が開催された。田中理事長からの挨拶、Pirom 学長による開催の辞に続いて、今年度の助成対象者 12 名

に贈呈状の授与が行われた。Suwabun 助教授による記念講演に引き続き、3つのセッションに会場を分けて、

合計14件の研究成果が発表された。 
 
ｂ．インドネシア・バンドン工科大学（ＩＴＢ） 

 8 月 5 日、バンドン工科大学（ITB）の講堂において、助成金贈呈式と成果発表会が開催された。

ITB 研究渉外担当副学長の Wawan 教授、田中理事長の挨拶に続いて、助成対象者 11 名に贈呈状が

授与された。研究成果発表は、昨年度に採択された研究助成 11 件について行われた。一般的な

材料やシステムの研究だけでなく、本年も災害防止、植物中の有用抽出成分の研究といったイン 

ドネシアの自然環境にかかわる発表が含まれた。 
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２．顕 彰 事 業 

 
２．１ 平成 23 年度第 20 回ブループラネット賞候補者の選考 
 

  6 月 7 日に開かれた選考委員会で平成 22 年度の選考に関し、推薦要項ならびに全般について

討議した。討議に基づき修正された推薦要項を 8 月初めに国内約 800 名、海外約 1,200 名のノミ

ネーターに送付した。 

 
 
 

第１回選考委員会 ： 平成22年6月7日 

 
 
 

 

ノミネーター：  国内 約800名 

海外 約1,200名 

 

 
 
 

募集期間： 平成22年8月1日～10月15日 

受付推薦数：89件  

 

 

 
審査期間： 

平成22年12月15日～平成23年1月15日 
 

 

 

 第２回選考委員会：平成23年2月3日（第１部会） 

平成23年2月9日（第２部会） 

 

 

顕彰委員会 ：平成23年4月6日 

 

 

 

 

第１回通常理事会、評議員会：平成23年4月15日 受賞者の決定 

推薦依頼状を 

ノミネーターへ送付 

応募締切 

選考委員による書面審査 

募集要項の討議 

受賞候補者の審議 

受賞候補者の選定 
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  受付けた推薦 89 件を分野別に整理した結果を図 1 に示した。 

気候、地球科学

23%

生態系

21%

環境経済・政策

17%

複合領域

10%

環境破壊への対応

8%

その他

6%

エネルギー

6%

環境倫理･哲学

3%

水管理

2%

一次産業での対応

2%
環境変化と医学

2%

８９件

 
 
 

「気候、地球科学」「生態系」「環境経済・政策」で全体の 6 割を占めた。 
 
 

次に国別に整理した結果を表７に示した。 
 

表7.  受付けた推薦候補の国別内訳 

国名 件数 １件の国名 

日本 ２５ フランス エジプト 米国、米国 

米国 ２１ ベルギー イスラエル 米国、メキシコ 

カナダ ６ スウェーデン タンザニア スイス、カナダ 

インド ４ デンマーク インターナショナル カナダ／米国 

英国 ３ ブラジル 日本／米国 カナダ／ブルガリア 

ドイツ ３ メキシコ インド／米国 米国／英国 

中国 ２ マレイシア   

スイス ２ インドネシア   

ドイツ／米国 ２ バングラデシュ   

 

 

図1. 分野別推薦数 
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  優れた受賞候補者を数多く推薦して頂くために、引き続き海外ノミネーターについて積極的に

協力頂ける方々の増加に努めている。本年度も推薦依頼資料と共に、今後引き続き協力頂けるか

どうかについて問合わせた。 

ノミネーターの方々の所属（平成 23 年 4 月現在）を見ると、図 2 に示す通りで国内に比べ、

海外では NGO および行政関係の比率が高くなっている。 

 

 

 
 

 
 

 

図2. 組織属性別の内訳 
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２.２  第 19 回「地球環境問題と人類の存続に関するアンケート」調査 
 

地球環境問題に対する認識を高め、問題解決に向けての有識者の考えに関わる情報を提供する

この調査は、本年 19 回目を迎えた。環境問題に携わる各国の政府および民間の有識者から寄せ

られたアンケートの回答数は、6 月の締切りまでに、国内 292 件、海外 383 件、合計 675 件に達

した。9 月 9 日に経団連会館で記者発表会を開催した。回答者がアンケートにより早く容易に回答

出来るよう、国内向けはweb 回答システムを導入しネット上からの回答を可能にし、合わせて回収・

集計の迅速化をはかった。来年度は、海外地域向けの英語版web 回答システムを導入する。 

  

今回の調査では、「COP15の評価」、「COP16の見通し」、および「生物多様性条約締約国会議（COP10）

への期待」に焦点を当てた。 

また、従来から継続して調査してきた「環境危機時計Ⓡ」、「アジェンダ21」についても取り上

げている。 

なお、今回も引き続き地球環境戦略研究機関特別研究顧問の森島昭夫理事に監修していただいた。 

 

 調査結果の概要 
 
結果まとめ 
● 全回答者平均の環境危機時刻は昨年より 3 分戻り、2 年連続で後退。日本を含めアジアは、

全地域の中で危機意識が最も低い。 
● 危機時刻を決める上で、大半の回答者が地球温暖化を念頭に。 
● 過半数の回答者は COP15 の成果を評価していない。 
● COP16 の成功の目安として最多数が「中国やインドによる削減行動の国際的検証」と回答。 
● COP 会議のプロセスに対して 4 割以上が「全会一致原則に限界」と回答。 
● 人と生物多様性の関り合いについては、生物多様性の「利用」より「管理・育成・保全」を重視。 
 
（１）継続調査項目 
環境危機時計®～人類存続の危機に対する認識 
・ 全回答者の平均時刻は 9 時 19 分で、昨年と比べ針は 3 分戻り、2 年連続で危機感が弱まる。 
・ 地域別にみると、昨年と比べ最も針が進んだのは中東で 65 分、次いで中南米とオセアニ

アが約 20 分、北米 12 分、アフリカ 9 分。日本も針が 1 分進んだ。 
逆に、全アジア（日本を除く）は 3 分戻り、東欧・旧ソ連、西欧が 10 分～14 分針が戻っている。 

 
念頭においた項目 
・ 危機時刻の記入にあたり念頭においた項目は、全体で「地球温暖化」が最も多く、次いでほぼ同じレベ

ルで｢森林破壊、砂漠化、多様性の減少｣と｢水の枯渇、食糧問題｣が続いている。 
・ 日本も海外とほぼ同じ回答。 
 
（２）本年度焦点を当てた項目 
１. COP15 の評価 
● COP15／「コペンハーゲン合意」への評価 
・ 全体では、回答者の 60％が“評価できない”とし、“評価できる”は 34%に留まる。 
・ 全体では COP15 を“評価できる”理由として、｢中国やインドなどの新興国の CO2排出量削減が初めて

俎上にのぼった｣と｢米国、中国を含めた主要経済国のCO2排出量削減のベースが出来た｣がそれぞれ28％、

26％と上位を占めている。 

・ 逆に“評価できない”理由として、｢『コペンハーゲン合意』は法的拘束力がない｣が 34％で最も多い。 
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● COP 会議プロセスへの意見 
・ 全体では｢世界の多極化により全会一致原則は限界、COP とは別の新たな決着の場や仕組みを

用意すべきだ｣が 42％と最も多い。 

 
２．「COP16」の見通し 
・ 全体としては、｢中国やインド等､新興国の削減行動の国際的検証の受け入れ｣と｢先進国の中期

目標の締結｣がそれぞれ 31％、26％となり合計で過半数を占めている。 
・ 日本では約7割がこの2項目を選択すると共に、全地域で最多の42%が｢中国やインド等､新興国の削減行

動の国際的検証の受け入れ｣を成功の第一目安としている。 

 
３. 生物多様性条約第 10 回締約国会議（COP10）への期待 
● 人と生物多様性の関り合いについて 
・ 全体では、｢生物種や生態系における生物多様性の保全や再生｣、｢生物多様性の監視機構の解明｣、｢伝

統や経験を踏まえた人と生物多様性のかつての調和的関係の再構築(里山など)｣、「捕獲、伐採、漁労、

採集などの生物多様性利用の管理・抑制｣の 4 項目の合計が 73%を占め、生物多様性の利用よりも管

理・育成・保全を重視している。 
 
● ポスト「COP10」の目標として取り上げるべき事項 
・ ポスト「COP10」として、全地域で｢生物多様性を社会の主要な関心事とすることにより、生物多様性の

損失を阻止する｣と｢森林破壊や自然資源乱獲等の軽減､持続可能な利用を促進させる｣を第一、第二目標と

して掲げている。 

 

４. 気候研究機関メール流出事件 
・ 全体として｢地球温暖化の認識は変わらず､今回の懐疑的な意見には影響されない｣が73％の多数を占めた。 

 

５. 「途上国の排出量削減と経済成長との同時達成」へのコメント 
・ 1992 年に本アンケート調査を開始して以来、初めて特定の課題について回答者の考えを聞いたところ、

海外63 カ国228 件、国内206 件、合計434 件の意見が寄せられ、別冊で紹介した。 

 

 

２.４  地球環境問題を考える役員・評議員特別懇談会 
 

平成 22 年度は、前年度までに８回開かれた「地球環境問題を考える役員・評議員特別懇談会」

における討議を踏まえてまとめた最終報告書「生存の条件－生命力溢れる太陽エネルギー社会へ」

を５月に刊行し、全国の主要な図書館に送付した他、一般公募者へも配布した。引き続き、その簡

易版「生存の条件－生命力溢れる地球の回復」を８月に刊行し、中間報告同様、次代を担う若い方々

に読んでもらうべく全国の高等学校に配布した他、一般書店でも販売した。海外向けの発信をすべ

く、１１月に英語版、平成２３年３月に中国語版をそれぞれ刊行した。 
 
（詳細は、別途「報告」の中で行なう。） 
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３．情 報・出 版 関 係 

 
３．１ ホームページの内容更新、ネットワーク活用 
 

定期的なホームページの内容更新は下記の通りである。昨年同様ブループラネット賞記念講演会の動

画をホームページ上で公開した。 
 

表 8.ホームページ更新とネットワーク活用の状況 
 

月度 掲載・送信内容  
4 月 

 
6 月 

 
 

7 月 
9 月 
 

10 月 
11 月 

・地球環境アンケート 国内向けweb 回答システムを導入 
・平成 22 年度研究助成金受領者名・研究題目リストを掲載 
・平成 21 年度事業報告書等公開資料を掲載 
・平成 23 年度研究助成の募集要項と申請書フォームを掲載 
・第 19 回ブループラネット賞受賞者を発表、新聞広告を掲載 
・『生存の条件』日本語版を掲載 
・第 19 回地球環境アンケート調査結果報告の内容を掲載 
・ブループラネット賞受賞者記念講演会公募のお知らせを掲載 
・助成研究成果報告 2010 の内容をホームページに掲載 
・第 19 回ブループラネット賞受賞者記念講演会の動画と講演録を掲載 
・『生存の条件』英語版を掲載 

 
３．２ 刊行物 
 

当財団の事業活動の実情を内外の諸機関や多くの人々に知っていただくために、各刊行物ともに、

より一層その内容充実を図っている。af ニュースは、研究助成プロジェクトや出版物の紹介ページ

を加え 6 ページで刊行した。 
 

表 9. 刊行物の発行時期と部数 

刊行物 発行月 部数 
年次報告書 平成 22 年 5 月 和英 1,200 部 

財団パンフレット 平成 22 年 6 月 
和文 500 部 
英文 300 部 

af ニュース第 39 号 平成 22 年 9 月 
和文 3,500 部 
英文 2,100 部 

af ニュース第 40 号 平成 22 年 12 月 
和文 3,400 部 
英文 2,100 部 

ブループラネット賞パンフレット 平成 22 年 6 月 和英 1,000 部 

2010 助成研究発表会 要旨集 平成 22 年 7 月 和文 200 部 
第 19 回「地球環境問題と人類の存続に関する 
アンケート」調査結果報告書 平成 22 年 9 月 

和文 1,100 部 
英文 1,100 部 

助成研究成果報告 2010 平成 22 年 10 月 冊子(含 CD) 760 部 

第 19 回ブループラネット賞 
受賞者記念講演会講演録 平成 22 年 10 月 

和文 500 部 
英文 200 部 

研究助成プログラム 
平成 23 年度募集パンフレット 平成 23 年 3 月 和文 2000 部 
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３．３ 広報活動の状況 
 

平成 22 年度の報道の結果は次表 10 の通りである。 
 

表 10. 広報活動の状況 
 

 新聞記事掲載数 雑誌等 その他 

平成 22 年度研究助成金贈呈式 国内：3 回   

ﾌﾞﾙｰﾌﾟﾗﾈｯﾄ賞受賞者記者発表 国内：50 回 海外： 3 回 広告：日本経済新聞 
Japan Times 

地球環境アンケート結果記者発表 国内：53 回   

ブループラネット賞表彰式典 
受賞者記念講演会関係 国内：24 回 国内： 1 回 

広告：朝日新聞 
読売新聞 
毎日新聞 
Japan Times 

特別懇談会最終報告   広告：読売新聞 
朝日新聞 
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Ⅱ．庶務・管理                                                            

 

１．理事に関する事項 

（１）平成22年4月16日開催の定時評議員会において、理事辞任に伴う理事の選任が行われ、5月27

日付けで東京法務局に理事変更登記の手続きを完了し、5月28日付で内閣府へ理事変更届を提出し

た。（敬称略） 

 

辞任 瀬谷 博道 伊藤 良一 遠藤 剛 尾島 俊雄 

 腰塚 武志 近藤 次郎 宮島 喬 諸橋 晋六 

新任 大村 謙二郎 中西 八郎 松下 和夫 宮﨑 照宣 

 

（２）平成22年4月16日開催の臨時理事会において、瀬谷博道代表理事辞任に伴う代表理事の選任

が行われ、5月27日付けで東京法務局に代表理事変更登記の手続きを完了し、5月28日付で内閣府へ

代表理事変更届を提出した。（敬称略） 

 

辞任 瀬谷 博道  

就任 田中 鐵二  

 

（３）平成22年9月3日、西島安則理事逝去に伴い辞任。9月28日付けで東京法務局に理事変更登記

の手続きを完了し、9月30日付で内閣府へ理事変更届を提出した。（敬称略） 

 

辞任 西島 安則  

 

２．事業報告･事業計画等に関する事項 

5月28日、内閣府に対し、平成21年度の計算書類及び事業報告並びにこれらの付属明細書及び平成

22年度の事業計画書及び収支予算書並びに理事変更登記完了報告書を提出した。 

 

３．選考委員に関する事項 

平成22年4月16日開催の第1回通常理事会において、任期満了に伴う選考委員の選任が、次の通

り行なわれた。（敬称略） 

・助成選考委員 

退任 伊藤 良一 遠藤 剛 腰塚 武志 清水 昌 宮島 喬 

新任 浅野 泰久 石原 宏 大村 謙二郎 白波瀬 佐和子 中西 八郎 

重任 石原 直 川合 眞紀 河本 邦仁 杉原 厚吉 高橋 滋 

寺前 紀夫 長谷見 雄二 檜山 爲次郎 深尾 精一 松下 和夫 

宮﨑 照宣 宮野 健次郎   
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４．会議に関する事項 

 

１）理事会 

開催日/場所 議 事 事 項 結 果 

第１回通常理事会 

H.22.4.16 

東京會舘 

1.平成21年度事業報告書案および決算書案承認の件 

2.平成22年度研究助成金贈呈先案承認の件 

3.平成22年度ﾌﾞﾙｰﾌﾟﾗﾈｯﾄ賞贈呈先案承認の件 

4.諸規程改正案承認の件 

5.選考委員選任の件 

6.理事候補者専任の件 

7.第1回定時評議員会開催の件 

原案通り満場一致で承認可決 

原案通り満場一致で承認可決 

原案通り満場一致で承認可決 

原案通り満場一致で承認可決 

原案通り満場一致で承認可決 

原案通り満場一致で承認可決 

原案通り満場一致で承認可決 

第１回臨時理事会 

H.22.4.16 

東京會舘 

1.代理理事、理事長選任の件  

 

原案通り満場一致で承認可決 

 

第２回通常理事会 

H.22.11.26 

東京會舘 

1. 臨時評議員会開催の件 

2. 事業年度変更および定款変更承認の件 

3. 平成22 年度事業中間報告 

ならびに収支予算修正承認の件 

4. 平成23 年度事業計画書および予算書案承認の件 

原案通り満場一致で承認可決 

原案通り満場一致で承認可決 

原案通り満場一致で承認可決 

 

原案通り満場一致で承認可決 

 

２）評議員会  

開催日/場所 議 事 事 項 結 果 

第１回定時評議員会  

H.22.4.16 

東京會舘 

1.評議員会議長選任の件 

2.評議員会議事録署名人選任の件 

3.平成21年度事業報告書案および決算書案承認の件 

4.理事選任の件 

原案通り満場一致で承認可決 

原案通り満場一致で承認可決 

原案通り満場一致で承認可決 

原案通り満場一致で承認可決 

第1回臨時評議員会 

H.22.11.26 

東京會舘 

1. 評議員会議長選任の件 

2. 評議員会議事録署名人選任の件 

3. 事業年度変更および定款変更承認の件 

4. 平成22 年度事業中間報告 

ならびに収支予算修正承認の件 

5. 平成23年度事業計画書および予算書案承認の件 

原案通り満場一致で承認可決 

原案通り満場一致で承認可決 

原案通り満場一致で承認可決 

原案通り満場一致で承認可決 

 

原案通り満場一致で承認可決 
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３）委員会 

開催日 分    類 議 事 事 項 

H22. 4. 12 

H22. 4. 19 

H22. 5. 11 

H22. 5. 17 

H22. 5. 21 

H22. 5. 26 

H22. 6.  7 

H22.12.02 

H22.12.14 

H22.12.17 

H23.01.18 

H23.01.21 

H23.01.27 

H23.02.03 

H23.02.09 

H23.02.17 

顕彰委員会 

環境研究第１回選考委員会 

自然科学系第３分野第１回選考委員会 

自然科学系第１分野第１回選考委員会 

人文・社会科学系野第１回選考委員会 

自然科学系第２分第１回選考委員会 

ﾌﾞﾙｰﾌﾟﾗﾈｯﾄ賞第１回選考委員会 

第１分野ヒアリング準備委員会 

第２回人文・社会系選考委員会 

第２回第３分野選考委員会 

第２回環境研究選考委員会 

第２回第１分野選考委員会 

第２回第２分野選考委員会 

ﾌﾞﾙｰﾌﾟﾗﾈｯﾄ賞第2回選考委員会(第2部会) 

ﾌﾞﾙｰﾌﾟﾗﾈｯﾄ賞第2回選考委員会(第1部会) 

助成委員会 

第19回ﾌﾞﾙｰﾌﾟﾗﾈｯﾄ賞受賞候補者の審議 

平成23年度募集要項の審議 

平成23年度募集要項の審議 

平成23年度募集要項の審議 

平成23年度募集要項の審議 

平成23年度募集要項の審議 

第20回ﾌﾞﾙｰﾌﾟﾗﾈｯﾄ賞候補者推薦要項の審議 

ﾋｱﾘﾝｸﾞ候補者の選考 

平成23年度研究助成採択候補の選考 

平成23年度研究助成採択候補の選考 

平成23年度研究助成採択候補の選考 

平成23年度研究助成採択候補の選考 

平成23年度研究助成採択候補の選考 

第19回ﾌﾞﾙｰﾌﾟﾗﾈｯﾄ賞候補者の選考 

第19回ﾌﾞﾙｰﾌﾟﾗﾈｯﾄ賞候補者の選考 

平成23年度研究助成採択候補の選考 

 
 



 

 

 

 

 

 

Ⅲ． 会  計  報  告 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



平成23年2月28日現在

科 　　　　目 当年度 前年度 増減

Ⅰ.　資　産　の　部 (円) (円) (円)

 １．流　動　資　産

　　 現金預金 20,514,618 11,513,805          9,000,813      

　　 預け金 100,000,000 100,000,000         -              

　　 有価証券 59,021,796 138,917,296         -79,895,500    

　　 未収収益 52,470,974 31,922,611          20,548,363     

　　 賞与引当資産 3,060,000 4,000,000           -940,000       

　　　　　流動資産合計 235,067,388 286,353,712         -51,286,324    

 ２．固　定　資　産

　（１）基  本  財  産

　　　投資有価証券 33,993,213,924 32,144,266,494      1,848,947,430  

　　　預金 125,915,000 125,915,000         -              

　　　　　基本財産合計 34,119,128,924 32,270,181,494      1,848,947,430  

　（２）特　定　資　産

      研究助成及び顕彰事業準備金積立資産 3,100,244,306 3,234,053,911       -133,809,605   

　　　退職給付引当資産 6,620,000 8,000,000           -1,380,000     

　　　　　特定資産合計 3,106,864,306 3,242,053,911       -135,189,605   

　（３）そ　の　他　固　定　資　産

　　　差入保証金 7,727,800 7,727,800           -              

　　　　　その他固定資産合計 7,727,800 7,727,800           -              

　　　　　固定資産合計 37,233,721,030 35,519,963,205      1,713,757,825  

-              

　　　　　資 産 合 計 37,468,788,418 35,806,316,917      1,662,471,501  

Ⅱ.　負　債　の　部

 １．流　動　負　債

　　 未払金(費用） 1,800,000 19,800,000          -18,000,000    

　　 未払費用（労務費） 1,398,000 1,731,000           -333,000       

　　 預り金（社会保険料・税金） 563,044 308,604             254,440        

　　 役員賞与引当金 1,250,000 1,540,000           -290,000       

　　 賞与引当金 1,810,000 2,260,000           -450,000       

　　　　　流動負債合計 6,821,044 25,639,604          -18,818,560    

 ２．固　定　負　債

　　 役員退職慰労引当金 5,300,000 7,130,000           -1,830,000     

　　 退職給付引当金 1,320,000 870,000             450,000        

　　　　　固定負債合計 6,620,000 8,000,000           -1,380,000     

　　　　　負 債 合 計 13,441,044 33,639,604          -20,198,560    

Ⅲ.正　味　財　産　の　部

 １．指　定　正　味　財　産

　　　寄付金 1,000,000 1,000,000           -              

　　　指定正味財産合計 1,000,000 1,000,000           -              

　　（うち基本財産への充当額） (1,000,000) (1,000,000) -              

 ２．一　般　正　味　財　産 37,454,347,374 35,771,677,313      1,682,670,061  

　　（うち基本財産への充当額） (34,118,128,924) (32,269,181,494) 1,848,947,430  

　　（うち特定資産への充当額） (3,106,864,306) (3,242,053,911) -135,189,605   

　　　　　正味財産合計 37,455,347,374 35,772,677,313      1,682,670,061  

　　　　　負債及び正味財産合計 37,468,788,418 35,806,316,917      1,662,471,501  

(注）前年度は平成２２年３月３１日現在の金額

 貸 借 対 照 表

公益財団法人 旭硝子財団
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科　　　目 当年度 前年度 増減
Ⅰ．一　般　正　味　財　産　増　減　の　部 (円) (円) (円)

　　１．経　常　増　減　の　部

　　　（１）経　常　収　益

　　　　　①基　本　財　産　運　用　益 466,935,498         264,474,002       -               
　　　　　②特　定　資　産　運　用　益 55,273,766          26,025,006        -               
　　　　　③雑　収　益 418,063             231,567           -               
　　　　経　常　収　益　計 522,627,327         290,730,575       -               
　　　（２）経　常　費　用 -               
　　　　　①事　業　費 693,580,373         127,931,120       -               
　　　　　　助　成　事　業 355,315,580         25,819,666        -               
　　　　　　　研　究　助　成 295,000,000         -                 -               
　　　　　　　助　成　贈　呈　式 7,522,191           -                 -               

　　　　　　　助　成　成　果　発　表　会 6,316,603           -                 -               

　　　　　　　選　考　諸　費 18,120,422          16,514,248        -               
　　　　　　　給　料　手　当 27,986,364          9,305,418         -               
　　　　  　　賞　与　引　当　金　繰　入　額 370,000             -                 
　　　　　　顕　彰　事　業 281,025,024         22,222,950        -               
　　　　　　　顕　彰　賞　金 100,000,000         -                 -               
　　　　　　　顕　彰　贈　呈　式 70,071,206          251,405           -               
　　　　　　　記　念　講　演　会 11,373,887          24,360            -               
　　　　　　　企　画　広　報 65,281,493          4,002,562         -               
　　　　　　　選　考　諸　費 11,116,321          9,922,705         -               
　　　　　　　給　料　手　当 22,492,117          8,021,918         -               
　　　　　  　賞　与　引　当　金　繰　入　額 690,000             
　　　　　　そ　の　他　事　業 57,239,769          79,888,504        -               
　　　　　　　情　報・出　版　費　　　寄　附　金 2,340,000           500,000           -               

　　　情 報・出 版 7,730,676           3,032,194         -               
　　　地 球 環 境 特 別 懇 談 会 47,169,093          76,356,310        -               

　　　　　②管　理　費 61,302,118          25,631,372        -               
　　　　　　役　員　報　酬 11,563,500          3,533,000         -               
　　　　　　給　料　手　当 5,973,737           2,321,000         -               
　　　　　　役　員　賞　与　引　当　金　繰　入　額 1,250,000           1,150,000         -               
　　　　　　賞　与　引　当　金　繰　入　額 750,000             1,690,000         -               
            役  員  退  職  慰  労  引  当  金  繰　入　額 70,000              -                 -               
　　　　　　会　議　費 3,732,230           2,188,940         -               
　　　　　　旅　費　交　通　費 2,131,854           1,636,243         -               
　　　　　　事　務　費 13,675,143          5,425,347         -               
　　　　　　事　務　所　賃　借　維　持　費 22,148,654          7,680,842         -               
　　　　　　調　査・企　画　費 7,000               6,000             -               
　　　　経　常　費　用　計 754,882,491         153,562,492       -               

    評 価 損 益 調 整 前 当 期 増 減 額 -232,255,164        137,168,083       -               

　　　　　　基　本　財　産　評　価　益 1,857,164,830       6,511,001,404     -               

　　 　　 　特　定　資　産　評　価　益 57,760,395          437,852,326       -               

　　評 価 損 益 等 計 1,914,925,225       6,948,853,730     -               
　　　　　　当　期　経　常　増　減(-)　額 1,682,670,061       7,086,021,813     -               
　　２．経　常　外　増　減　の　部 -               
　　　（１）経　常　外　収　益 -               
　　　　　　役　員　退　職　慰　労　引　当　金　戻　入　額 -                   8,060,000         -               
　　　　経　常　外　収　益　計 -                   8,060,000         -               
　　　（２）経　常　外　費　用 -               
　　　　経　常　外　費　用　計 -                   -                 -               
　　　　　　当　期　経　常　外　増　減(-)　額 -                   8,060,000         -               
　　　　　　当 期 一 般 正 味 財 産 増 減 額 1,682,670,061       7,094,081,813     -               
　　　　　　一 般 正 味 財 産 期 首 残 高 35,771,677,313      28,677,595,500    -               
　　　　　　一 般 正 味 財 産 期 末 残 高 37,454,347,374      35,771,677,313    -               
Ⅱ．指　定　正　味　財　産　増　減　の　部 -               
　　基　本　財　産　運　用　益 324                 347               -               
　　　基　本　財　産　受　取　利　息 324                 347               -               
　　一　般　正　味　財　産　へ　振　替 -324                -347              -               
　　　　　　当 期 指 定 正 味 財 産 増 減 (-) 額 -                   -                 -               
　　　　　　指 定 正 味 財 産 期 首 残 高 1,000,000           1,000,000         -               
　　　　　　指 定 正 味 財 産 期 末 残 高 1,000,000           1,000,000         -               
Ⅲ．正　味　財　産　期　末　残　高 37,455,347,374      35,772,677,313    -               

(注）1 前年度は設立時の平成２１年１２月１日～平成２２年３月３１日までの金額

(注）2 前年度は４ケ月決算となっているので、増減は記載しない。

　　　　　　　　　　　　平成22年4月1日から平成23年2月28日まで

正味財産増減計算書

 公益財団法人 旭硝子財団
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 平成２２年度キャッシュ・フロー計算書(直接法）　

Ⅰ. 事業活動によるキャッシュ・フロー (円) (円) (円)

　 １．事業活動収入    

　①基本財産運用収入 456,544,504       285,986,870      -              

基本財産利息収入   194,356,528       111,194,886      -              

基本財産配当収入   262,187,976       174,791,984      -              

-              

　②特定資産運用収入 59,947,797        32,784,722       -              

特定資産利息収入   43,365,153        21,729,626       -              

特定資産配当収入   16,582,644        11,055,096       -              

-              

　③雑　収　入  418,063           231,567          -              

受取利息収入   227,263           231,567          -              

寄付金収入 190,800           -                -              

事業活動収入計（A) 516,910,364       319,003,159      -              

　 ２．事業活動支出  　　　　

　①事　業　費　支　出    709,980,373       110,381,120      -              

１）  助成事業費支出  355,514,580       26,014,666       -              

　研究助成  295,000,000       -                -              

　助成贈呈式  7,522,191         -                -              

　助成成果発表会  6,316,603         -                -              

　選考諸費 18,120,422        16,514,248       -              

　給料･手当等  28,555,364        9,500,418        -              

２）   顕彰事業費支出   279,226,024       22,477,950       -              

　顕彰賞金  　 100,000,000       -                -              

　顕彰贈呈式   68,391,206        251,405          -              

　記念講演会 11,373,887        24,360           -              

　企画広報　 65,321,493        4,002,562        -              

　選考諸費 11,076,321        9,922,705        -              

　給料･手当等  23,063,117        8,276,918        -              

３） その他事業費支出  75,239,769        61,888,504       -              

　寄付金  2,340,000         500,000          -              

　情報･出版　 7,730,676         3,032,194        -              

　地球環境特別懇談会 65,169,093        58,356,310       -              

　②管　理　費　支　出   63,420,678        19,059,658       -              

役員報酬等 13,163,500        5,264,000        -              

給料･手当等  6,916,737         4,364,000        -              

会議費   3,732,230         2,188,940        -              

旅費交通費　 2,131,854         1,636,243        -              

事務所賃借維持費  22,148,654        7,680,842        -              

事務費  13,675,143        5,425,347        -              

調査･企画費　 7,000             6,000            -              

賞与引当預金支出 -                 4,000,000        -              

退職給付引当預金支出 1,900,000         8,000,000        -              

預り金 -254,440          -19,505,714      -              

事業活動支出計（B) 773,401,051       129,440,778      -              

事業活動によるｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ（A-B) -256,490,687      189,562,381      -              

Ⅱ. 投資活動によるキャッシュ・フロー

１．投資活動収入    

　①投資有価証券売却収入 1,125,000,000     598,000,000      -              

投資活動収入計（C) 1,125,000,000     598,000,000      -              

２．投資活動支出    

　①投資有価証券取得支出  941,724,000       794,578,000      -              

投資活動支出計（D) 941,724,000       794,578,000      -              

投資活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ（C-D) 183,276,000       -196,578,000     -              

 Ⅲ. 現金及び現金同等物の増減額 -73,214,687       -7,015,619       -              

 Ⅳ．現金及び現金同等物の期首残高 250,431,101       257,446,720      -              

  Ⅴ. 現金及び現金同等物の期末残高 177,216,414       250,431,101      -              

（注）1 財務活動によるキャシュ・フローは該当ありません。

（注）2 前年度は設立時の平成２１年１２月１日～平成２２年３月３１日までの金額。

（注）3 前年度は４ケ月決算となっているので、増減は記載しない。

 　　科　　　　　目   

　　　　　　　　平成22年4月1日から平成23年2月28日まで  　 　   　　　 　公益財団法人 旭硝子財団

当年度 前年度 増減
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　　　　　　　　　　　　　財務諸表に対する注記

１　継続事業の前提に関する注記

　　該当ありません。

２　重要な会計方針

    ①  有価証券の評価基準及び評価方法

時価のあるもの…

時価のないもの…

    ②  引当金の計上基準

          < 退職給付会計 >

 （1）   採用している退職給付制度の概要

              確定給付型の制度として退職一時金制度を設けている。                 確定給付型の制度として退職一時金制度を設けている。

 （2）   退職給付債務及びその内訳

①  退職給付債務    ▲1,320,000円

②  退職給付引当金   ▲1,320,000円

     （3）  　退職給付費用に関する事項

  ①　勤務費用　　　　　              -

  ②　退職給付費用　　　 450,000円

     （4）　　退職給付債務等の計算に関する事項

　　    退職給付債務の計算に当たっては、退職一時金制度に基づく期末自己

③　キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

資金の範囲には、現金預金、預け金、有価証券（ＭＭＦ・中期国債ファンド）を含めている。

④　デリバティブの評価基準及び評価法

時価法によっている。

⑤　消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

満期保有目的の債券… 債券金額と異なる価額で取得した債券で、当該差額が金利の調整と認め
られるものは、償却原価法によっている。

その他の有価証券

決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）に
よっている。

　　　　　　　　　　を計上している。

役員退職慰労引当金・役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上し

　　　　　　　　　　ている。

　　  　都合要支給額を基礎として計算している。
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退職給付引当金・・・職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき、当期

移動平均法による原価法によっている。

役員賞与引当金・・・役員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額

　　　　　　　　　　を計上している。

賞与引当金・・・・・職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額

　　　　　　　　　　末において要支給額を計上している。



３　基本財産及び特定資産の増減額及び残高

　　基本財産及び特定資産の増減額及び残高は、次のとおりである。
(単位：円）

平成２２年度減少額 平成２２年度期末残高

810,227,300 33,993,213,924

-                125,915,000

810,227,300 34,119,128,924

686,877,774 3,100,244,306

1,900,000 6,620,000

688,777,774 3,106,864,306

1,499,005,074 37,225,993,230

４　基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。
(単位：円）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に対応する額）

(33,993,213,924) -

(124,915,000) -

(34,118,128,924) -

(3,100,244,306) -

(6,620,000) (6,620,000)

(3,106,864,306) (6,620,000)

(37,224,993,230) (6,620,000)
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6,620,000 -

小　　 計

小　　計 3,242,053,911 553,588,169

　勘　定　科　目
平成２２年度期末残

高
（うち指定正味財
産からの充当額）

合　　計 35,512,235,405 3,212,762,899

投資有価証券 33,993,213,924 -

準備金積立資産 3,234,053,911 553,068,169

退職給付引当資産 8,000,000 520,000

【特定資産】    

研究助成及び顕彰事業

-                

    小　　 計 32,270,181,494 2,659,174,730

【基本財産】
 

投資有価証券 32,144,266,494 2,659,174,730

【基本財産】

平成22年度期首残高 平成２２年度増加額
勘　定　科　目

（平成22年3月31日現
在）

預　　　　金 125,915,000

預 　　　金 125,915,000 (1,000,000)

    小　　 計 34,119,128,924 (1,000,000)

3,106,864,306 -

【特定資産】

研究助成及び顕彰事業  

合　　 計 37,225,993,230 (1,000,000)

準備金積立資産 3,100,244,306 -

退職給付引当資産



５　担保に供している資産

　　該当ありません。

６　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　　該当ありません。

７　債権の金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高

　　該当ありません。

８　保証債務等の偶発債務

　　該当ありません。

９　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

(単位：円）

評価損益

136,971,500

161,958,900

31,553,000

-13,911,500

316,571,900

１０　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

　　該当ありません。

１１　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

　　　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

(単位：円）

金　　額

324

１２　関連当事者との取引の内容

　　　該当ありません。
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科　目 帳簿価額 時　価

内　　容

経常収益への振替額

国債、地方債 1,929,588,500 2,066,560,000

電力、ガス債 1,449,122,100 1,611,081,000

事　業　債 2,711,907,000 2,743,460,000

4,286,632,000

合　　　　　計 10,391,161,100 10,707,733,000

外国債・仕組債 4,300,543,500



１３　キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲

（１）　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記載されている金額との関係は以下のとおりである。

(単位：円）

１４　重要な後発事象

　　　該当ありません。

138,917,296

勘　定　科　目

11,513,805

前年度末

　現　金　預　金

当年度末

20,514,618
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177,216,414

               - -2,320,000(預入期間が3ケ月を超える定期預金）

現金及び現金同等物 250,431,101

  預　　け　　金 100,000,000

　有価証券（MMF・中国ﾌｧﾝﾄﾞ）

100,000,000

59,021,796



１　基本財産及び特定資産の明細

　  基本財産及び特定資産について、財務諸表に対する注記２　に記載をしているので内容の記載を省略する。

２　引当金の明細

（単位：円）

期首残高

（平成22年4月1日現在） 目的使用 その他

1,540,000 1,540,000  -         1,250,000

2,260,000 2,260,000  -         1,810,000

役員退職慰労引当金 7,130,000 1,900,000  -         5,300,000

退職給付引当金 870,000 -          -         1,320,000

70,000           

450,000          

賞与引当金 1,810,000

附属明細書

科　　目 当期増加額
当期減少額

期末残高

役員賞与引当金 1,250,000
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    平成２３年２月２８日現在　　　

場所・物量等 使用目的等 金　　　額
Ⅰ．資産の部 (円)

 １．流動資産

現金預金 普通預金 三菱東京UFJ銀行　本店/丸の内支店　運転資金として 17,405,274
三菱UFJ信託銀行　本店 　運転資金として 789,344

定期預金 三菱UFJ信託銀行　本店 　引当資金として 2,320,000

預け金 預託金 ＡＧＣファイナンス 　運転資金として 100,000,000

有価証券 MMF 大和証券　本店 　運転資金として 3,902,802

中期国債ﾌｧﾝﾄﾞ 大和証券　本店 　運転資金として 55,118,994

未収収益 未収債券利金 　運転資金として 52,470,974

賞与引当資産 定期預金 三菱UFJ信託銀行　本店
公益目的事業に係る引当資
産として保有

3,060,000

　流動資産　合計 235,067,388

 ２．固定資産

  （１）基本財産

　投資有価証券 公社債等 9,129,054,200

旭硝子株式 21,848,998株　＠1138円 24,864,159,724

　預金 定期預金 三菱東京UFJ銀行　丸の内支店 25,915,000

定期預金 三菱東京UFJ銀行　本店 100,000,000

　基本財産　合計 34,119,128,924

  （２）特定資産

　投資有価証券 公社債 1,505,656,900

旭硝子株式 1,381,887株　＠1138円 1,572,587,406

　預金 定期預金 三菱UFJ信託銀行　本店 8,000,000

　貯蔵品 BPPﾄﾛﾌｨｰ7年分14本（K&M社） 顕彰事業の賞品として使用 14,000,000

　退職給付引当資産 定期預金 三菱UFJ信託銀行　本店
公益目的事業に係る引当資
産として保有

6,620,000

　特定資産　合計 3,106,864,306

　（３）その他固定資産

　差入保証金　 日本生命保険相互会社 事務所入居保証金 7,727,800

　その他固定資産　合計 7,727,800

　固定資産　合計 37,233,721,030

　資　産　合　計 37,468,788,418

Ⅱ．負債の部

 １．流動負債

未払金(費用） 事務所賃借料 1,800,000

未払費用(労務費） 従業員の給与 1,398,000

預り金（社会保険料・税金）
源泉所得税、地方税、社会
保険料

563,044

役員賞与引当金 1,250,000

賞与引当金 1,810,000

　流動負債　合計 6,821,044

 ２．固定負債

役員退職慰労引当金
役員に対する慰労金の支払
に備えたもの

5,300,000

退職給付引当金
従業員２名に対する退職金
の支払に備えたもの

1,320,000

　固定負債　合計 6,620,000

　負　債　合　計 13,441,044

　正味財産　合計 37,455,347,374

運用益を公益事業の財源と
して使用している。

　　　研究助成及び顕彰事業準備金積立資産

平成２２年度 財産目録

公益財団法人 旭硝子財団

貸借対照表科目

運用益を公益事業の財源と
して使用している。
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Ⅳ． 監  査  報  告 
 







 

 

 

 

 

Ⅴ． 平成２２年度助成研究一覧 
 

 



(１)  第１分野（化学・生命科学系）  研究奨励　　４１件   

所属機関名 職位 氏名 研究題目
 助成額
(千円)

1
東北大学大学院
理学研究科
化学専攻

教授 岩本  武明
剛直なアルキル配位子をもつ低配位典型元素化合
物の合成と応用

2,000

2
金沢大学
理工研究域
物質化学系化学コース

助教 森田  耕太郎
イオン液体カーボンペーストを利用した化学セン
サーの開発


2,000

3
静岡大学
創造科学技術大学院

教授 小林  健二
位置選択的ホウ素化に基づく可溶性パイ共役拡張
アセンの合成と半導体特性

2,000

4
京都大学大学院
農学研究科
応用生物科学専攻

准教授 菅原  達也
EPA酸化物および代謝物によるApoA1促進機構の解
明

2,000

5
京都工芸繊維大学大学院
工芸科学研究科

教授 中  建介
新規環状ヒ素配位子を用いた遷移金属錯体の創成
と機能

2,000

6
大阪大学大学院
工学研究科
応用化学専攻

助教 雨夜  徹 高湾曲ボウル型π共役系炭素分子の合成 2,000

7
首都大学東京大学院
理工学研究科

助教 髙瀬  雅祥
含窒素グラフェン類の合成化学的構築とその新奇
機能

2,000

8
北九州市立大学
国際環境工学部
エネルギー循環化学科

准教授 山本  勝俊
ナノデバイス開発のための有機－無機ハイブリッ
ド型ゼオライト様物質の合成

2,000

9
上智大学
理工学部
物質生命理工学科

准教授 鈴木  教之
高次クムレン類の合成とその遷移金属錯体形成に
よる酸化還元機能の創出

2,000

10
倉敷芸術科学大学
生命科学部
生命科学科

教授 仲  章伸 含ケイ素星型化合物の合成と発光材料への応用 2,000

11
北海道大学
触媒化学研究センター

准教授 原  賢二
機能化高密度単分子層の精密構築と触媒反応への
応用

2,000

12
東京大学
物性研究所

助教 高橋  竜太
電気化学アプローチによる強誘電体PbTiO3薄膜表

面上の光化学反応に関する研究
2,000

13
東京大学大学院
新領域創成科学研究科

助教 疋田  育之
酸化物界面バンドエンジニアリングを用いた機能
性界面の開発

2,000

14
東京工業大学大学院
理工学研究科
物質科学専攻

助教 小澤  健一
有機薄膜接合による酸化物界面の金属化を利用し
た有機/酸化物接合デバイスの創製 1,900

15
福井大学大学院
工学研究科
物理工学専攻

准教授 古石  貴裕
固体表面のナノ構造を考慮した静的及び動的濡れ
性の制御

2,000

16
早稲田大学
理工学術院

准教授 井村  考平
ボイド型ナノ構造体を用いた高感度分子検出法の
開発

2,000

平成22年度 新規採択 助成研究一覧
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所属機関名 職位 氏名 研究題目
 助成額
(千円)

17
東京大学
生産技術研究所

准教授 火原  彰秀
分子振動とナノ構造振動を解析するナノ材料セン
シング法の開発

2,000

18
高知工科大学
環境理工学群

准教授 堀井  滋
化学的・磁気科学的手法による超伝導擬似単結晶
の創製

1,600

19
豊橋技術科学大学
環境・生命工学系

助教 柴富  一孝
炭素―炭素結合形成反応によるフッ素化不斉炭素
の立体選択的構築法

2,000

20
京都大学大学院
工学研究科
材料化学専攻

助教 倉橋  拓也 革新的付加環化反応による複素環合成法の開発 2,000

21
岡山大学大学院
自然科学研究科
機能分子化学専攻

教授 菅  誠治
トリフルオロメチルカチオンプールの創製と合成
的利用

2,000

22
筑波大学大学院
数理物質科学研究科
化学専攻

教授 小島  隆彦
金属錯体の光構造変化を利用した酸化触媒作用の
on-off制御

2,000

23
京都大学大学院
農学研究科
応用生命科学専攻

教授 小川  順
嫌気性細菌に見いだした新規な不飽和脂肪酸飽和
化反応系の物質生産への応用

2,000

24
東北大学大学院
医学系研究科

教授 清水  律子
造血機構の恒常性破綻と巨核芽球性白血病発症メ
カニズムの解析

2,000

25
筑波大学大学院
生命環境科学研究科
生物機能科学専攻

准教授 高谷  直樹
ピリジンヌクレオチド代謝調節による細胞内レッ
ドクス制御の新たな分子機構

2,000

26
埼玉大学大学院
理工学研究科
生命科学部門

准教授 西山  佳孝 光合成の光ストレス傷害からの再生機構 2,000

27
金沢大学
フロンティアサイエンス機構

特任
准教授

Richard
Wong

Rae1の乳がんモデルトランスジェニックマウスに
よる癌悪性化機構の解析

2,000

28
京都大学大学院
理学研究科
生物科学専攻

教授 鹿内  利治
シロイヌナズナが銅と窒素の濃度を相対的に測る
分子機構の解明

2,000

29
鳥取大学
農学部
生物資源環境学科

准教授 石原  亨
変異植物と阻害剤を利用した植物ホルモン生合成
の解明と制御

2,000

30
広島大学大学院
医歯薬学総合研究科
創生医科学専攻

教授 内匠  透 脳発達における環境のエピジェネティック解析
 2,000

31
奈良先端科学技術大学院大学
バイオサイエンス研究科

教授 中島  欽一
Toll様受容体を介した神経ー免疫系クロストーク
による成体脳ニューロン新生制御

2,000

32
九州大学
理学研究院

特任
准教授

水野  大介
生体ソフトマターの非平衡力学物性計測システム
の開発

2,000

33
大阪市立大学大学院
理学研究科
物質分子系専攻

教授 森本  善樹 トリテルペンポリエーテルの生合成鍵反応の研究 2,000
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(千円)

34
東北大学大学院
薬学研究科
臨床分析化学分野

教授 大江  知行
生体試料中タンパク質の同定と絶対定量を同時に
可能とする新規分析基盤の構築

2,000

35
東北大学大学院
薬学研究科
創薬化学専攻

准教授 叶  直樹
Cytochrome P450の基質特異性をハイスループット
に検出する小分子高密度集積チップの開発

2,000

36
東北大学大学院
環境科学研究科
環境科学専攻

助教 髙橋  透
マイクロチップキャピラリー電気泳動分離を利用
する生体分子複合体の新しい解離反応速度解析法
の開発

2,000

37

東京医科歯科大学
生体材料工学研究所
機能分子研究部門
メディシナルケミストリー分野

教授 玉村  啓和
細胞内蛋白質のリアルタイム蛍光イメージング法
の開発

2,000

38
名古屋大学大学院
理学研究科
生命理学専攻

教授 五島  剛太 高解像度全自動顕微鏡システムの開発 2,000

39
大阪大学大学院
医学系研究科
保健学専攻

特任
助教

津金  麻実子
マイクロチャンバーを用いた抗がん剤のトランス
ポーター輸送効率計測システムの構築

2,000

40
長崎大学大学院
医歯薬学総合研究科
生命薬科学専攻

助教 柴田  孝之
リン酸化ペプチドの一次配列決定を可能にする次
世代エドマン分解法

2,000

41
学習院大学
理学部
化学科

教授 岩田  耕一
ピコ秒時間分解けい光分光法を利用した新しい細
胞内環境マッピング

2,000

(２)  第１分野（化学・生命科学系）  若手継続グラント　　４件　

42
京都大学大学院
工学研究科
物質エネルギー化学専攻

准教授 寺尾  潤
ナノ空間内でのクロスカップリング反応による分
子結線手法の開発

6,000

43
大妻女子大学短期大学部
家政科食物栄養専攻

准教授
竹内（安東）
知子

大規模スクリーニングで得た出芽酵母新規局在化
RNA群の解析

6,000

44
中央大学
理工学部
応用化学科

准教授 片山  建二
マイクロチップと新型動的光散乱法を用いたリポ
ソームの反応速度解析法の開発

5,600

45
早稲田大学
理工学術院
電気・情報生命工学科

准教授 岩崎  秀雄
多細胞性バクテリアを用いた概日時計と発生分化
パターニングの関連性に関する研究

6,000

(３)  第１分野（化学・生命科学系）  ステップアップ助成　　４件　

46
東京大学大学院
理学系研究科
化学専攻

教授 大越  慎一 超高性能ミリ波吸収磁性体の学術的創製と展開 18,000

47
名古屋大学大学院
工学研究科
化学・生物工学専攻

教授 大井  貴史
アニオン認識型有機カチオンの分子設計に基づく
触媒機能の創出と応用

14,000

48
京都大学大学院
工学研究科
合成・生物化学専攻

教授 村上  正浩
原子効率と環境調和の両立を目指す実用的遷移金
属触媒反応の開発

14,000

49
大阪大学大学院
工学研究科
応用化学専攻

教授 林  高史
新規生体材料を指向した自己組織化ヘムタンパク
質集合体の創製

14,000
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所属機関名 職位 氏名 研究題目
 助成額
(千円)

(４)  第２分野（物理･情報系）  研究奨励　　１２件   

50
香川大学
工学部
信頼性情報システム工学科

助教 五島  敬史郎
半導体量子ドットのトンネル伝導を利用した高効
率太陽電池デバイスの開発

2,000

51
東北大学
金属材料研究所

助教 桜庭  裕弥
ホイスラー合金系ハーフメタルCo2MnSiを用いたSi

への高偏極スピン注入の実現
2,000

52
東北大学大学院
工学研究科
知能デバイス材料学専攻

准教授 手束  展規
Co基フルホイスラー合金を用いた半導体への高効
率スピン注入

1,700

53
金沢大学
理工研究域
環境デザイン学系

准教授 大橋  政司
強磁性と誘電性を同時に示す希土類磁性材料の探
索

2,000

54
高エネルギー加速器研究機構
物質構造科学研究所

特別
助教

野澤  俊介
ピコ秒時分割XAFSを用いた光誘起相転移ダイナミ
クスの研究

2,000

55
北海道大学大学院
薬学研究院

助教 秋田  英万
多重型エンベロープ型ナノ構造体による核輸送戦
略の構築と静脈内投与型遺伝子デリバリーシステ
ムへの展開

2,000

56
埼玉大学大学院
理工学研究科
環境システム工学系専攻

准教授 長谷川  靖洋 量子効果を導入した高効率熱電変換素子の開発 2,000

57
大阪府立大学
21世紀科学研究機構

特別講
師(テ
ニュア
トラッ
ク講師)

高橋  和
超高Q値・極微小体積を持つシリコンフォトニック
結晶微小共振器からのラマン散乱光スペクトル測
定

2,000

58
東京大学大学院
情報学環

教授 大島  まり
マイクロレオロジー機構の解明のための多波長同
時計測技術の開発

2,000

59
長岡技術科学大学
工学部
電気系

助教 加藤  孝弘
高温超伝導Bi2Sr2CaCu2Oxからのテラヘルツ波放射

に最適なジョセフソンパラメータの評価
2,000

60
東京大学大学院
工学系研究科
機械工学専攻

准教授
Jean-Jacques
Delaunay

ワイドバンドギャップ半導体の超長ナノワイヤ架
橋構造を有する太陽光ブラインド紫外線センサの
研究

2,000

61
京都工芸繊維大学大学院
工芸科学研究科
電子システム工学部門

准教授 粟辻  安浩
並列デジタルホログラフィによる3次元構造と物質
情報の同時動画像計測法の開発

2,000

(５)  第２分野（物理･情報系）  ステップアップ助成　　１件　

62
東京農工大学大学院
工学研究院

准教授 白樫  淳一

エレクトロマイグレーションによる原子移動機構
を利用したラテラル型磁性トンネル接合の磁気特
性制御と強磁性単電子トランジスタの作製・集積
化

14,000

(６)  第３分野（建築・都市工学）  研究奨励　　３件   

63
広島大学大学院
国際協力研究科
開発科学専攻

准教授 久保田  徹

ヴァナキュラー建築のパッシブ技術を応用したマ
レーシアの都市住宅の省エネルギー手法－伝統的
建築に学ぶ熱帯地域の省エネルギー住宅のあり方
－


2,000

64
九州大学大学院
総合理工学研究院
エネルギー環境共生工学部門

教授 谷本  潤

都市域居住者生活スケジュールの確率予測に基づ
く我が国近未来のライフスタイル変化を考慮した
２次側トータル・ユーティリティ・デマンドの高
時間分解能予測手法の構築に関する研究


2,000
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所属機関名 職位 氏名 研究題目
 助成額
(千円)

65
東京工業大学
応用セラミックス研究所

准教授 山田  哲
鋼構造建物を対象とした構造性能寿命診断法と延
命技術の開発

2,000

(７)  第３分野（建築・都市工学）  若手継続グラント　　１件　

66
東北文化学園大学
科学技術学部
人間環境デザイン学科

准教授 大沼  正寛
地域遺産住宅のリハビリテーションと継承・循環
プロセスに関する民学共同実践研究

3,100

(８)  人文・社会科学系　研究奨励　　５件　  

67
茨城大学
人文学部

准教授 稲葉  奈々子
経済危機下の在日ペルー人―大量失業状況におけ
る「内発的復元力」に関する研究


1,000

68
岡山大学大学院
社会文化科学研究科

准教授 藤井　和佐
農・漁業地域における女性リーダーの意思決定の
場への参画と地域づくりに関する社会学的研究

1,000

69
山口大学
教育学部

准教授 阿部　新
中古品貿易と国際資源循環政策に関する経済学的
総合研究

1,000

70
東北福祉大学
総合福祉学部

講師 伊達  聖伸
現代ケベックの「インターカルチュラリズム」と
「ライシテ」に見る新たな共生の理念―「倫理・
宗教文化教育」の挑戦

1,000

71
東京大学
サステイナビリティ学
連携研究機構

特任
講師

竹下  貴之
世界地域別及びモード別特徴を考慮した運輸部門
における低炭素化技術の評価検討

900

(９)  人文・社会科学系  ステップアップ助成　　１件　

72
東京大学大学院
新領域創成科学研究科
自然環境学専攻

教授 横張  真
新たな土地利用秩序と物質循環システムの構築に
よるアジア型田園都市の形成

6,000

(１０)  課題連携研究助成　　１件

73
九州大学大学院
理学研究院
生物科学部門

助教 松田  修

葉の形態および分光特性に基づく植物種同定支援
システムの構築

<チームメンバー>
(1)九州大学総合研究博物館  助教  三島　美佐子
(2)九州大学大学院システム情報科学研究院
   情報学部門  助教  高野　茂

23,000

(１１)  環境研究 近藤次郎グラント　　５件　

74
首都大学東京大学院
都市環境科学研究科
地理環境科学域

准教授 大山  修一
西アフリカ・サヘル地域における都市と農村の物
質循環の構築―都市の生ゴミ施用による農村にお
ける荒廃劣悪地の修復に関する科学的検証―

5,000

75
東京大学
生産技術研究所

教授 沖  大幹
ウォーターフットプリント推計手法の国際標準化
に向けた開発

4,000

76
東京大学
生産技術研究所
人間・社会系部門

教授 加藤  信介
リバースシミュレーションによる汚染源の特定に
関する研究

5,000

41



所属機関名 職位 氏名 研究題目
 助成額
(千円)

77 総合地球環境学研究所 准教授 酒井  章子
同位体分析を用いた大規模プランテーションの生
態影響評価の指標化と視覚化

5,000

78
東京大学大学院
新領域創成科学研究科
環境システム学専攻

准教授 大友  順一郎
バイオ液体燃料の有効利用を指向した新規燃料電
池システムの開発

5,000

平成２２年度 新規採択 研究助成  国内　合計７８件
                                                        採択総額￥269,800,000
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(１２)  海外研究助成

チュラロンコン大学（タイ）　１２件

所属機関名 氏名 研究題目
 助成額
(千円)

79
Dept. of Chemical Engineering

Fac. of Engineering

Assoc. Prof.

Dr. Ura Pancharoen

Separation of mercury ions from the trace concentration

of lead ions in wastewater by using a hollow fiber

supported liquid membrane

中空繊維支持液膜を使用した汚水中の微量濃度の鉛イ
オンからの水素イオンの分離

670

80
Dept. of Industrial Engineering

Fac. of Engineering

Assist. Prof.

Dr. Somkiat

Tangjitsitcharoen

In-Process Monitoring and Detection of Chatter in Ball-

End Milling on CNC Machining Center

ＣＮＣ複合工作機械のボールミルの切削加工面に生じ
た加工痕のインプロセスのモニタリングと検出

650

81
Dept. of Chemical Engineering

Fac.of Engineering

Assoc. Prof.

Dr. Seeroong Prichanont

Conducting polymer electropolymerization conditions for

fabrication of microelectrode array within phenol

biosensor

フェノールバイオセンサにおける極小電極アレイ作成の
ための導電性電解重合高分子

700

82
Dept. of Chemical Engineering

Fac. of Engineering

Assoc. Prof.

Dr. Sarawut Rimdusit

Thermomechanical Properties of Polybenzoxazine

Modified with Dianydrides

二無水物で修正を加えたポリベンゾオキシジンの熱機械
分析器

600

83

Dept. of Water Resources

Engineering

Fac. of Engineering

Lecturer,

Dr. Aksara Putthividhya

Assessment of the Potential Hazards of Agricultural

Contamination in Surface and Groundwater and the

Proposed Remediation Strategies

水面ならびに地下水における農業汚染に関する潜在的
危険性の評価、および提案されている改善策

700

84
Dept. of  Biochemistry

Fac. of Science

Assoc. Prof.

Dr. Alisa Vangnai

Characterization of phthalate ester-degrading bacteria for

further bioremediation application as bacterial seeding

苗の細菌病のバイオレメディエーションとしての利用促
進を促すためのフタル酸エステル分解性を有するバクテ
リアの特性評価

670

85
Dept. of Chemistal Technology

Fac. of Science

Assoc. Prof.

Dr. Khantong

Soontarapa

Development and application of spiral wound chitosan

membrane module system for recycling of anaerobic

digestion effluent

嫌気性消化処理廃水のリサイクル用のスパイラル巻きキ
トサン膜モジュールシステムの開発ならびに適用

670

86
Dept. of  Biochemistry

Fac. of Science

Lecturer,

Dr. Pakorn

Winayanuwatti-kun

The Immobilization of Lipase for the Production of

Biodiesel

固定化リパーゼを用いたバイオディーゼル生産

680

87
Dept. of Biology

Fac. of Science

Assoc. Prof.

Dr. Chanpen Chanchao

Chemical components and bioactivities of bee products

from Apis mellifera  and Trigona laeviceps

蜜蜂およびハリナシバチから採取した蜜成分の化学成
分および生物活性

680

88
Dept. of Prosthodontics

Fac. of Dentistry

Lecturer,

Dr. Viritpon

Srimaneepong

Corrosion resistance and surface characteristics of surface

treated Titanium by Microarc Oxidation (Anodization)

used for biomedical applications

生物医学的応用に用いられるマイクロアーク酸化（ア
ノード酸化）を使用した表面処理済チタニウムの耐腐食
性ならびに表面特性

700

89
College of Petroleum and

Petrochemical College

Assist. Prof.

Dr. Thammanoon

Sreethawong

Synthesis of Porous-Structured Metal Oxide Nanocrystal

via a Modified Sol-Gel Process with the Aid of Structure-

Directing Surfactant and Application for Wastewater

Treatment

界面活性剤の活用ならびに汚水処理への適用による修
正ゾル-ゲル手法を使用した多孔質構造を持つナノ結晶
金属酸化物の合成

600

90
Dept. of Civil Engineering

Fac. of Engineering

Assist. Prof.

Dr. Suched Likitlersuang

Ground Response Analysis of Bangkok Subsoil due To

Remote Earthquakes

遠隔地における震災勃発を背景とするバンコクの下層土
の地盤応答分析

680
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バンドン工科大学（インドネシア）　１１件

氏名 研究題目
 助成額
(千円)

91
Industrial System and Techno-

Economics
FTI

Rajesri

Govindaraju

Dr., ST., MT.

The Development of a Framework for e-Commerce

Systems Adoption to Increase the Competitiveness of

Indonesian SMEs

インドネシアのSME（中小企業）の競争力を向上するた

めのe-コマースシステム導入のフレームワークの開発

728

92 Telecommunication Engineering STEI Achmad Munir Dr.

Planar Microstrip Reflectary Antenna for Direct

Broadcast Satellite Application

直接放送衛星用の平面マイクロストリップ反射アンテナ

728

93 Inorganic and Physical Chemistry FMIPA Yessi Permana Dr.

Metal-Catalyzed Carbonylative Polymerization of

Undecenol Derived from Castor Oil: Polyesters Made

From Plant Seeds

ヒマシ油から採取されたウンデセノールの金属触媒カル
ボニル化重合：植物種子から生成されたポリエステル

728

94
Physics of Magnetism and

Photonics
FMIPA

Rachmat Hidayat

S.Si., M.Eng.,

Ph.D.

Study of Fabrication and Phototvoltaic Characteristics of

The Inverted Type of Solar Cells Based on ZnO

Nanoparticle and Conjugated Polymers

ZnOナノ粒子および共役高分子ベースの逆タイプ太陽

電池の製造および光起電力(Phototvoltaic)特性の研究

720

95 Physics of Electronic Materials FMIPA
Mikrajuddin

Abdullah Ph.D.

Solar Cell from Wide Absorption Band Titanium

Dioxide (TiO2) Nanoparticles Prepared by Spraying

Method

溶射法により調製された広吸収帯二酸化チタン(TiO2)

ナノ粒子を用いた太陽電池

728

96 Geodesy FITB

Hasanuddin Z.

Abidin

Prof., Dr., Ir., MSc.

Study on Causes and Impacts of Land Subsidence in

Bandung Basin

バンドン盆地における地盤沈下の要因および影響に関
する研究

728

97 Inorganic and Physical Chemistry FMIPA I Made Arcana Dr.

Preparation of Biodegradable Polymers electrolyte for

Lithium Batteries from Styrofoam Waste

発泡スチロール廃棄物からのリチウム電池用生分解性
高分子電解質の調製

728

98
Hydrographic Science and

Engineering
FITB

Poerbandono

Dr., ST., MM.

Appraisal of Eroded Cays in Seribu Islands of Jakarta

through Seasonal Mapping of Movement of Sand Cover

Extents

砂で覆われた範囲(Sand Cover Extents)の移動の季節
ごとの完全地図作成によるジャカルタのセリブ諸島にお
ける浸食された島（Eroded Cay）の評価

728

99
Remote Sensing & Geographical

Information Sciences
STEI

Bambang Riyanto

Dr., Ir.

Design and Implementation of Robust Control for

Networked Control Systems via Linear Matrix

Inequalities Approach

線形マトリックス不等式手法によるネットワーク制御シス
テム用のロバスト制御の設計および実装

728

100
Faculty of Earth Sciences and

Technology
FITB

Bobby Santoso

Dipokusumo

Dr.Ir., M.Sc

Small Format Aerial Photography System for quick

Information Acquisition Over Disaster Affected Area

被災地における迅速な情報入手のための小型航空写
真システム

728

101 Biochemistry FMIPA
Dessy Natalia

Ph.D

Raw Starch Degrading a-Amylase from Kakaban

Landlocked Marine Lake Isolates

カカバン島内陸の海水湖の孤立によりa-アミラーゼを低
下させる生澱粉

728

所属機関名

平成22年度　新規採択　研究助成　海外　合計２３件
                                                                          採択総額￥16,000,000

平成22年度　新規採択　研究助成　国内・海外　合計１０１件
                                                        　　　　　　　　　　    採択総額￥285,800,000
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	１.１ 平成22年度 研究助成金の贈呈
	7月9日までに7回に分けて全143件の助成金の送金を完了した。内訳は下記の通りである。
	１.２ 平成23年度採択 研究助成の募集と選考
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